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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
支持体と、
　超音波を送受信する複数の超音波振動子を内蔵した振動子体と、
　前記振動子体に取付けられるとともに、前記支持体に揺動自在に支持された揺動軸を内
蔵した音響窓部材、駆動源を内蔵した筐体、および、前記揺動軸に前記駆動源からの駆動
力を伝達し、前記揺動軸を介して前記振動子体を揺動する駆動力伝達手段とを有する超音
波探触子であって、
　前記振動子体が揺動したときに前記振動子体に当接することにより、前記振動子体が所
定の距離以上に揺動するのを規制して前記振動子体の揺動基準位置を規定する規制手段と
、
　前記駆動源に接続され、前記駆動源からの出力情報に基づいて前記駆動源の揺動原点位
置信号を生成するとともに、前記揺動原点位置からの前記駆動源の駆動量に相当する移動
距離信号を生成する信号生成手段と、
　前記信号生成手段からの出力情報に基づいて、前記振動子体が前記規制手段に当接した
ときの前記振動子体の位置を監視する監視手段とを備え、
　前記規制手段を前記音響窓部材側に、前記信号生成手段と前記監視手段とを前記筐体側
に設けたことを特徴とする超音波探触子。
【請求項２】
前記駆動力伝達手段は、前記筐体に内蔵した前記駆動源に接続された軸継手と、前記軸継
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手に接続され、前記音響窓部材まで延在する駆動軸と、前記音響窓部材に内蔵された駆動
力伝達機構とで構成され、前記駆動源から前記軸継手、前記駆動軸および前記駆動力伝達
機構を介して前記揺動軸に駆動力が伝達されることによって前記振動子体を揺動すること
を特徴とする請求項１に記載の超音波探触子。
【請求項３】
前記筐体は、前記音響窓部材の下方に設けられた中間部筐体と、前記中間部筐体の下方に
設けられた下部筐体とで構成され、前記下部筐体に前記駆動源、前記信号生成手段、およ
び前記監視手段とを備えたことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の超音波探触子
。
【請求項４】
　前記監視手段は、前記筐体外部に設けられたことを特徴とする請求項１乃至請求項３の
何れかに記載の超音波探触子。
【請求項５】
前記監視手段は、前記駆動源および前記駆動力伝達手段により前記振動子体を一方向に揺
動し、前記振動子体が前記規制手段に当接して停止するまでの間に、前記信号生成手段が
生成する前記移動距離信号を監視することを特徴とする請求項１乃至請求項４の何れかに
記載の超音波探触子。
【請求項６】
前記駆動源および前記駆動力伝達手段により前記振動子体を両方向に揺動するとともに、
この揺動距離をそれぞれの揺動方向において予め設定された最大可動距離に設定し、
　前記監視手段は、前記振動子体が前記最大可動距離だけ移動するときに前記信号生成手
段が生成する前記移動距離信号を監視することを特徴とする請求項１乃至請求項４の何れ
かに記載の超音波探触子。
【請求項７】
前記振動子体はコンベックス形状を有し、前記超音波振動子は、超音波の送受信面が前記
振動子体のコンベックス先端面に位置するように前記振動子体の曲面長手方向に沿って配
列されたことを特徴とする請求項１乃至請求項６の何れかに記載の超音波探触子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波探触子に関し、例えば、超音波を用いて被検体内の画像を得る超音波
診断装置に使用される超音波探触子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波の送受信面がコンベックス形状（凸形状）をなすように配列された複数の超音波
振動子によって、これらの超音波振動子の配列方向（電子走査方向）に行われる電子走査
と、この電子走査方向と直交する方向に移動または揺動させる機械走査とによって、複数
の断層画像の取得や立体画像の構築を行うことができる医療用の超音波診断装置に使用さ
れる超音波探触子が知られている（例えば、特許文献１参照）。
　このような従来の超音波探触子を図７に基づいて説明する。図７は超音波探触子の主要
部を示す斜視図である。
【０００３】
　図７において、超音波振動子アセンブリ１は、超音波の送受信側２ａがコンベックス形
状をなすように配列された図示しない複数の超音波振動子が内蔵された振動子体２と、振
動子体２の内周面にこの振動子体２と一体的に設けられ、図示しない支持体に揺動自在に
支持された揺動軸３とを備えている。
【０００４】
　揺動軸３には第１のプーリ４が取付けられており、この第１のプーリ４は駆動源である
駆動モータ５の出力軸に取付けられた第２のプーリ６にベルト部材７を介して接続されて
いる。また、駆動モータ５には振動子体２の揺動位置を検出する図示しない信号生成手段
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が接続されている。
【０００５】
　このような構成を有する超音波探触子は、駆動モータ５を正逆回動駆動することにより
、第２のプーリ６、ベルト部材７および第１のプーリ４の順に動力が伝達され、超音波振
動子アセンブリ１が揺動軸３を中心に一方向および他方向に揺動する。
【０００６】
　したがって、超音波振動子アセンブリ１を構成する複数の超音波振動子に対する電子走
査と、揺動軸３を中心とする超音波振動子アセンブリ１の揺動による機械走査とによって
、被検体内の任意の断層画像や立体画像を取得することができる。
【０００７】
【特許文献１】特公平７－３８８５１号公報（第３頁左欄の最下行から同頁右欄第３９行
、第１図（Ａ）（Ｂ））
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、このような従来の超音波探触子にあっては、超音波振動子アセンブリ１
の揺動原点位置を直接検出する構成がないため、例えば、落下等による衝撃で駆動モータ
５と超音波振動子アセンブリ１の位置関係がずれた場合に、バイオプシ用の案内等の目印
となる構造物を超音波探触子に取付けて超音波振動子アセンブリ１の位置を画像で確認す
るしか方法がなかった。
【０００９】
　このため、操作者が事前に目印による確認を忘れた場合に、超音波振動子アセンブリ１
の位置ずれを検出することができなかった。ここで、センサを用いて超音波振動子アセン
ブリ１を検出することは容易に考えられるが、この場合には、センサに加えてその他関連
部品等が必要になってしまい、部品点数が増大して超音波探触子の製造コストが増加して
しまうという問題が発生してしまう。また、センサ等の部品を使用するために超音波振動
子アセンブリ１を構成する部分のサイズが大きくなってしまうという問題も発生してしま
う。
【００１０】
　本発明は、上記の問題点を解決するためになされたものであり、部品点数を増やすこと
なしに安価な構成で振動子体の揺動原点位置の変動を監視するようにして、振動子体の揺
動原点位置がずれた状態で診断するのを防止することができる信頼性の高い超音波探触子
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の超音波探触子は、支持体と、超音波を送受信する複数の超音波振動子を内蔵し
た振動子体と、前記振動子体に取付けられるとともに、前記支持体に揺動自在に支持され
た揺動軸を内蔵した音響窓部材、駆動源を内蔵した筐体、および、前記揺動軸に前記駆動
源からの駆動力を伝達し、前記揺動軸を介して前記振動子体を揺動する駆動力伝達手段と
を有する超音波探触子であって、前記振動子体が揺動したときに前記振動子体に当接する
ことにより、前記振動子体が所定の距離以上に揺動するのを規制して前記振動子体の揺動
基準位置を規定する規制手段と、前記駆動源に接続され、前記駆動源からの出力情報に基
づいて前記駆動源の揺動原点位置信号を生成するとともに、前記揺動原点位置からの前記
駆動源の駆動量に相当する移動距離信号を生成する信号生成手段と、前記信号生成手段か
らの出力情報に基づいて、前記振動子体が前記規制手段に当接したときの前記振動子体の
位置を監視する監視手段とを備え、前記規制手段を前記音響窓部材側に、前記信号生成手
段と前記監視手段とを前記筐体側に設けたものから構成されている。
　この構成により、振動子体が規制手段に当接したときの振動子体の位置を監視すること
により、この位置に基づいて振動子体の揺動原点位置を容易に知ることができる。
【００１２】
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　このため、部品点数を増やすことなく振動子体の揺動原点位置の変動を監視することが
でき、検査時等に操作者のハンドリングミス等により揺動原点位置がずれた場合に、操作
者に通知したり自動補正を行う等の処置を取ることが可能になる。この結果、振動子体の
揺動原点位置がずれた状態で診断するのを防止することができ、信頼性の高い超音波探触
子を実現することができる。
【００１３】
　また、本発明の超音波探触子の前記駆動力伝達手段は、前記筐体に内蔵した前記駆動源
に接続された軸継手と、前記軸継手に接続され、前記音響窓部材まで延在する駆動軸と、
前記音響窓部材に内蔵された駆動力伝達機構とで構成され、前記駆動源から前記軸継手、
前記駆動軸および前記駆動力伝達機構を介して前記揺動軸に駆動力が伝達されることによ
って前記振動子体を揺動するものから構成されてもよい。
　また、本発明の超音波探触子の前記筐体は、前記音響窓部材の下方に設けられた中間部
筐体と、前記中間部筐体の下方に設けられた下部筐体とで構成され、前記下部筐体に前記
駆動源、前記信号生成手段、および前記監視手段とを備えたものから構成されてもよい。
　また、本発明の超音波探触子の前記監視手段は、前記筐体外部に設けられたものから構
成されてもよい。
　また、本発明の超音波探触子の前記監視手段は、前記駆動源および前記駆動力伝達手段
により前記振動子体を一方向に揺動し、前記振動子体が規制手段に当接して停止するまで
の間に、前記信号生成手段が生成する前記移動距離信号を監視するものから構成されてい
る。
【００１４】
　この構成により、超音波探触子を組立てて振動子体の位置を調整した後に、実際の使用
時に所定の間隔で振動子体を揺動原点位置から一方向に揺動して振動子体を規制手段に当
接させて停止するまで駆動し、このときに監視手段によって信号生成手段の移動距離信号
を測定して監視する。
【００１５】
　この移動距離信号が揺動原点位置から揺動基準位置まで移動するときに、メモリ等に記
録された揺動原点位置と揺動基準位置の距離に相当する駆動源のカウント数と異なった場
合に、振動子体の揺動原点位置が揺動基準位置からずれたことを認識することができる。
【００１６】
　また、本発明の超音波探触子は、前記駆動源および前記駆動力伝達手段により前記振動
子体を両方向に揺動するとともに、この揺動距離をそれぞれの揺動方向において予め設定
された最大可動距離に設定し、前記監視手段は、前記振動子体が前記最大可動距離だけ移
動するときに前記信号生成手段が生成する前記移動距離信号を監視するものから構成され
ている。
【００１７】
　この構成により、振動子体を両方向に揺動し、それぞれの方向において予め設定された
最大可動距離を駆動し、前記信号生成手段の移動距離信号を監視するので、落下等による
衝撃で発生する揺動原点ずれが発生しない限り、振動子体は規制部材に当接することなく
、したがって超音波振動子アセンブリへの衝撃によるダメージを回避する手段を打つこと
なく、揺動原点ずれを監視できる。
【００１８】
　また、本発明の超音波探触子の前記振動子体はコンベックス形状を有し、前記超音波振
動子は、超音波の送受信面が前記振動子体のコンベックス先端面に位置するように前記振
動子体の曲面長手方向に沿って配列されたものから構成されている。
　この構成により、超音波を放射状に送受信することができるので、狭い所から広い範囲
に亘って被検体内の良好な画像を得ることができる。
【発明の効果】
【００１９】
　以上説明したように、本発明は、振動子体の揺動原点位置がずれた状態で診断するのを
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防止することができ、信頼性の高い超音波探触子を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。
　図１乃至図５は本発明に係る超音波探触子の第１の実施の形態を示す図である。
【００２１】
　まず、構成を説明する。図１において、超音波探触子１１は、音響窓部材１２と、音響
窓部材１２の下方に設けられた中間部筐体１３と、中間部筐体１３の下方に設けられた下
部筐体１４とを備えている。
【００２２】
　音響窓部材１２の内部には超音波振動子アセンブリ１５が設けられており、この超音波
振動子アセンブリ１５は図１中、矢印α方向に揺動するようになっている。また、下部筐
体１４内にはモータ等の駆動源１６および駆動源１６に接続された軸継手１７が設けられ
ており、中間部筐体１３内には軸継手１７に接続されて中間部筐体１３の延在方向に駆動
軸１８が延在し、音響窓部材１２の内部には駆動軸１８に接続された図示しない駆動力伝
達機構が設けられている。
【００２３】
　そして、駆動源１６が駆動されると、超音波探触子１１の上下方向の中心軸回りに軸継
手１７、駆動軸１８が図１中、矢印θ方向に回転し、駆動力伝達機構がこの駆動力を受け
て超音波振動子アセンブリ１５をα方向に揺動するようになっている。本実施の形態では
、軸継手１７、駆動軸１８および駆動力伝達機構が駆動力伝達手段を構成している。
【００２４】
　また、下部筐体１４内にはエンコーダ（信号生成手段）１９が設けられており、このエ
ンコーダ１９は駆動源１６の揺動原点位置を示す原点位置信号とこの揺動原点位置からの
駆動源１６の駆動量（駆動パルス数）を示す移動距離信号を生成するようになっている。
【００２５】
　図２は音響窓部材１２の内部の構成を示す図である。図２において、音響窓部材１２は
下端が開口（以下、開口端部１２ａと称する）するとともに、内周面および外周面が球面
に形成されたドーム状をしており、開口端部１２ａには基台２１が嵌装されている。
【００２６】
　また、中間部筐体１３の上端は開口しており、この開口端部は開口端部１２ａと基台２
１の間に装着されている。本実施の形態では、基台２１と音響窓部材１２とで囲まれた密
閉空間に超音波振動子アセンブリ１５を含む主要な構成要素が収納されており、液状の音
響伝搬媒質２２が封入されている。
　また、基台２１の略中央部には基台２１から上方に突出する支持部（支持体）２１ａが
設けられており、この支持部２１ａに超音波振動子アセンブリ１５が装着されている。
【００２７】
　超音波振動子アセンブリ１５は、振動子体２３およびこの振動子体２３の内周面に設け
られた揺動軸２４（図４、図５参照）から構成されている。振動子体２３はコンベックス
形状をしており、この振動子体２３には図示しない超音波振動子が内蔵されている。この
超音波振動子は超音波の送受信面が振動子体２３のコンベックス先端面、すなわち、凸状
の送受信面２３ａ側に位置するように振動子体２３の曲面長手方向に沿って配列されてい
る。
【００２８】
　また、振動子体２３には超音波の焦点を機械的に定めるレンズ、超音波を送受信する方
向に対してその背面へ超音波が伝達することを抑える背面緩衝材、音響インピーダンスを
整合する整合層、超音波振動子に電気信号を送受信するための接続部が内蔵されており、
超音波振動子と共にこれらの部材が一体的に組立てられ、接続部材２７により信号が伝達
される。
【００２９】
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　揺動軸２４はコンベックス形状を有する振動子体２３の弦に相当する曲面長手方向両端
部の内周部に一体的に結合されており、この揺動軸２４は基台２１から見て内側になり、
送受信面２３ａが外側になる状態で支持部２１ａに回動自在に支持されている。
【００３０】
　この揺動軸２４には駆動力伝達機構が接続されており、この駆動力伝達機構はベルト、
ワイヤ、歯車等から構成されている。したがって、駆動源１６から軸継手１７、駆動軸１
８および駆動力伝達機構を介して駆動力が伝達されると、揺動軸２４が支持部２１ａを対
して回動することにより、振動子体２３がα方向に揺動する。
【００３１】
　また、基台２１には突起からなる規制部材（規制手段）２５が設けられており、この規
制部材２５は振動子体２３が揺動したときに振動子体２３に当接することにより、振動子
体２３が所定の距離以上に揺動するのを規制して振動子体２３の揺動基準位置を規定する
ようになっている。
【００３２】
　また、基台２１には縦断面形状が逆Ｕ字形に形成された板状の保護部材２６が設けられ
ており、この保護部材２６は揺動軸２４を跨ぐようにしてその両脚部が基台２１に固定さ
れることにより、揺動軸２４の両側部を覆うようになっている。なお、駆動力伝達機構は
保護部材２６の内側に設けられている。
　また、超音波探触子１１の筐体の外部には図示しないコントローラが設けられており、
このコントローラは超音波探触子１１に接続されている。
【００３３】
　このコントローラはエンコーダ１９からの出力情報に基づいて、振動子体２３が規制部
材２５に当接したときの振動子体２３の位置を監視するようになっており、監視手段を構
成している。
【００３４】
　具体的には、コントローラは駆動源１６および駆動力伝達手段により揺動軸２４を介し
て振動子体２３を一方向に揺動して規制部材２５に当接して停止するまでの間に、エンコ
ーダ１９が生成する移動距離信号を監視するようになっている。
【００３５】
　次に、図３乃至図５に基づいて超音波探触子１１の動作を説明する。
　図３はエンコーダ１９が生成する駆動源１６の揺動原点位置を示す駆動源原点位置信号
と、駆動源１６の揺動原点位置からの駆動量（駆動パルス）を示す駆動源移動距離信号と
、振動子体２３の位置と、規制部材２５の位置を模式的に示したタイミングチャートであ
る。
【００３６】
　本実施の形態では、駆動源原点位置信号は、ＣＣＷ方向がＬｏｗでＣＷ方向がＨｉｇｈ
となるエッジを原点とする。なお、駆動源原点位置信号は、符号が異なったり、パルス信
号であっても良い。この駆動源原点位置信号が発生した位置を基準にして互いに位相の異
なるＡ相とＢ相のパルス列より、駆動源の移動距離をカウントする。
【００３７】
　超音波振動子アセンブリ１５の組立て時において、駆動源原点位置信号が発生したとき
の振動子体２３の位置と超音波探触子１１の絶対基準面の位置は必ずしも一致していない
。
【００３８】
　ここで、絶対基準面Ａは音響窓部材１２の中央を通り振動子体２３の揺動方向と直交す
る面である。図４は振動子体２３が絶対基準面Ａに位置している状態を示す要部側面図で
ある。
【００３９】
　図３に示すように、駆動源原点位置信号が発生するときの振動子体２３の位置と絶対基
準面Ａの差分をΔカウントとすると、駆動源原点位置信号が発生してからΔカウント分だ
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け振動子体２３が移動した位置を揺動原点位置Ｏとし、振動子体２３の揺動動作の基準と
することで、絶対基準面Ａと揺動原点Ｏを合致させる。なお、差分のΔカウントは機械的
な調整等により、絶対基準面Ａと揺動原点Ｏを合致させても良い。
【００４０】
　次いで、振動子体２３の揺動原点Ｏと規制部材２５との距離を測定して記録する。具体
的には、駆動源１６により軸継手１７、駆動軸１８および駆動伝達機構を介して揺動軸２
４を回動することにより、振動子体２３を揺動原点Ｏから一方向（例えば、ＣＷ方向）に
揺動する。このとき、エンコーダ１９によって駆動源移動距離信号を生成してコントロー
ラに出力する。
【００４１】
　次いで、振動子体２３が規制部材２５に当接してエンコーダ１９が生成する駆動源移動
距離信号が増加しなくなった時点（図３における位置Ａから位置Ｂ）で駆動源１６を停止
して振動子体２３の揺動を停止する。図５は振動子体２３が規制部材２５に当接して揺動
が停止した状態を示す側面図である。
【００４２】
　コントローラはこのときの駆動源移動距離信号によりカウントされた距離をメモリに記
録する。図３に示す例ではｎカウントがコントローラのメモリに記録されたことを示して
いる。このようにして揺動原点位置Ｏと規制部材２５との距離をメモリに記録した後、揺
動原点位置Ｏを基準として振動子体２３の揺動動作を行う。
【００４３】
　このようにして組立てられて調整された超音波探触子１１は、実際の使用時に所定の間
隔で振動子体２３をＣＷ方向に揺動して規制部材２５に当接し停止するまで駆動し、エン
コーダ１９の移動距離信号を測定してコントローラによって監視する。この移動距離がメ
モリに記録されたカウント数と異なった場合、振動子体２３の揺動原点位置が揺動基準位
置からずれたと認識することができる。
【００４４】
　図３で模式的に示したタイミングチャートでは、振動子体２３がδカウントＣＷ方向に
ずれて、揺動原点位置がＯからＯ1に移動していることが認識できたことを示している。
【００４５】
　コントローラはこの監視結果を、例えば、図示しない超音波診断装置のディスプレイに
表示すること等により操作者を通知したり、駆動源１６をδカウントだけＣＣＷ方向に駆
動してずれ量を自動補正することにより、再び絶対基準位置と揺動原点位置Ｏの間の距離
をメモリのカウント数と合致させることができる。
【００４６】
　このように本実施の形態では、振動子体２３が揺動したときに振動子体２３に当接する
ことにより、振動子体２３が所定の距離以上に揺動するのを規制して振動子体２３の揺動
基準位置を規定する規制部材２５を設け、振動子体２３を同一方向に揺動して規制部材２
５に当接して停止するまでの間に、コントローラによってエンコーダ１９が生成する移動
距離信号を監視するようにした。
【００４７】
　このため、例えば輸送時の落下や衝撃により振動子体２３の揺動原点位置がずれたとき
に、バイオプシ用の案内等の目印となる構造物を超音波探触子１１に取付けて振動子体２
３の位置を画像で確認する等の作業を不要にできるとともに、検査時等に操作者のハンド
リングミス等により揺動原点位置がずれた場合でも、振動子体２３の揺動原点位置のずれ
を検出して操作者に通知したり自動補正を行う等の処置を取ることが可能になる。このよ
うに部品点数を増やすことなく安価に振動子体２３の揺動原点位置の変動を監視すること
ができる。
【００４８】
　また、揺動原点位置のずれを監視するために、振動子体２３を一方向に揺動させれば良
いので、揺動原点位置のずれを短時間で監視をすることができ、監視時間の待ち時間を短
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縮できる。
【００４９】
　このように本実施の形態では、安価に短時間で振動子体２３の揺動原点位置の変動を監
視することができ、振動子体２３の揺動原点位置がずれた状態で診断するのを防止するこ
とができ、信頼性の高い超音波探触子１１を実現することができる。
【００５０】
　また、本実施の形態では、超音波の送受信面２３ａがコンベックス形状をなすように振
超音波振動子が振動子体２３に配列されるので、超音波を放射状に送受信することができ
、狭い所から広い範囲に亘って被検体内の良好な画像を得ることができる。
【００５１】
　図６は本発明に係る超音波探触子の第２の実施の形態を示す図であり、超音波探触子の
構成は第１の実施の形態と同様であるため、第１の実施の形態の図面を援用して説明する
。
【００５２】
　図６は振動子体２３の揺動位置を模式的に表したタイミングチャートであり、超音波探
触子を構成する部品および駆動源１６の原点位置信号が発生したときの振動子体２３の位
置と振動子体２３の絶対基準面Ａの調整については第１の実施の形態と同様であるので説
明を省略する。
【００５３】
　本実施の形態では、駆動源１６が軸継手１７、駆動軸１８および駆動伝達機構を介して
振動子体２３を両方向（ＣＷ方向およびＣＣＷ方向）に揺動するようになっており、コン
トローラによりこの揺動距離をそれぞれの揺動方向において予め設定された最大可動距離
に設定し、振動子体２３が最大可動距離だけ移動するときにエンコーダ１９が生成する移
動距離信号を監視するようにしている。
【００５４】
　図６において、超音波振動子アセンブリ１５の組立て調整時に、振動子体２３の揺動原
点位置Ｏと、エンコーダ１９からの出力情報に基づいて振動子体２３のＣＷ方向およびＣ
ＣＷ方向の規制部材２５の距離を測定してコントローラのメモリに記録する。
【００５５】
　具体的には、ＣＷ方向には揺動原点位置Ｏからエンコーダ１９から出力される移動距離
信号が変化しなくなる位置Ａ１までの距離ｎカウントを測定し、ＣＣＷ方向には揺動原点
位置Ｏからエンコーダ１９から出力される移動距離信号が変化しなくなる位置Ａ２までの
距離ｍカウントを測定してメモリに記録する。
【００５６】
　このように組立てられて調整された超音波探触子１１は、実際の使用時に所定の時期に
振動子体２３をＣＷ、ＣＣＷ両方向にそれぞれｎカウント、ｍカウント揺動させ、メモリ
に記憶されたカウントと同じカウントで揺動すれば、揺動原点位置Ｏは動いていないこと
になる。
【００５７】
　したがって、揺動原点位置Ｏが動いてない通常の状態においては、振動子体２３は、規
制部材２５に当接することなしに揺動原点位置Ｏの監視を行うことができる。
【００５８】
　一方、図６に示すように、揺動原点がＣＷ方向にδカウント動いた場合に、ＣＷ方向で
揺動途中で規制部材２５に部材に当接してｎ－δカウントとなり、ＣＣＷ方向はｍカウン
トのままである。
【００５９】
　このように、例えば落下等による衝撃や検査時のハンドリングミス等で振動子体２３の
揺動原点位置がずれた場合にのみ振動子体２３と規制部材２５が当接する。したがって、
振動子体２３は通常は規制部材２５に当接することによる衝撃等を受けることなく揺動原
点位置の監視を行うことができる。
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【００６０】
　なお、揺動原点位置の変動が、例えばｄカウント許容されるときは、揺動原点を監視す
るときに、図６の例ではＣＷ方向にｎ－ｄカウント、ＣＣＷ方向にｍ－ｄカウント揺動さ
せれば良い。
【００６１】
　このとき、指令通りの揺動ができていれば許容範囲であるｄカウント以内の変動であり
、ＣＷおよびＣＣＷ方向の一方側が指令より少ないカウント数の移動になった場合には、
少なくなった側に許容範囲ｄカウントを超えたカウント数と許容範囲のｄカウントの合算
分の距離の揺動原点位置のずれが発生していることになる。
【００６２】
　以上のように、本実施の形態では、駆動源１６および駆動力伝達手段により振動子体２
３を両方向に揺動するとともに、この揺動距離をそれぞれの揺動方向において予め設定さ
れた最大可動距離に設定し、振動子体２３が最大可動距離だけ移動するときにエンコーダ
１９が生成する移動距離信号を監視するようにしたので、落下等や検査時のハンドリング
ミス等による衝撃で発生する揺動原点位置のずれが発生しない限り、振動子体２３が規制
部材２５に当接するのを不要にすることができる。この結果、振動子体２３に対する衝撃
によるダメージを回避する手段を設けることなしに、揺動原点位置のずれを監視でき、振
動子体２３の揺動原点位置がずれた状態で診断するのを防止することができ、信頼性の高
い超音波探触子１１を実現することができる。
【産業上の利用可能性】
【００６３】
　以上のように、本発明に係る超音波探触子は、部品点数を増やすことなしに安価な構成
で振動子体の揺動原点位置の変動を監視するようにして、振動子体の揺動原点位置がずれ
た状態で診断するのを防止することができる信頼性の高い超音波探触子を提供することが
できるという効果を有し、超音波を用いて被検体内の画像を得る超音波診断装置に使用さ
れる超音波探触子等として有用である。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る超音波探触子の一部を破断して示した外観図
【図２】本発明の第１の実施の形態に係る超音波探触子の一部を破断して示した要部拡大
斜視図
【図３】本発明の第１の実施の形態に係る超音波探触子の信号生成手段が生成する駆動源
原点位置信号、移動距離信号、振動子体の位置および規制部材の位置を模式的に示したタ
イミングチャート
【図４】本発明の第１の実施の形態に係る超音波探触子の振動子体が絶対基準面に位置し
ている状態を示す要部側面図
【図５】本発明の第１の実施の形態に係る超音波探触子の振動子体が規制部材に当接し、
揺動が停止した状態を示す側面図
【図６】本発明の第２の実施の形態に係る超音波探触子の振動子体の位置と規制部材の位
置を模式的に示したタイミングチャート
【図７】従来の超音波探触子の外観斜視図
【符号の説明】
【００６５】
　１１　超音波探触子
　１６　駆動源
　１７　軸継手（駆動力伝達機構）
　１８　駆動軸（駆動力伝達機構）
　１９　エンコーダ（信号生成手段）
　２１ａ　支持部（支持体）
　２３　振動子体
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　２３ａ　送受信面
　２４　揺動軸
　２５　規制部材（規制手段）

【図１】 【図２】
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